
デザインの力で、日本の行政を変える
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わたしたちの問題意識

わたしたちの想い

社会課題が多様化・複雑化したVUCAの時代において、
先例や単線の未来に依拠した政策立案は限界。

VUCAの時代に効果的な政策をうち、より良い日本を実現するには、
多種多様なユーザーとの共創を通じて、複数の未来を想起し、
より共感が得られる政策を、試行的に創っていく必要があるのではないか。

ひたすらに”Plan D”を考えてみたい

「Designが社会をより良いものにする」を考えの核とし、行政が
真っ向から取り組むPlan Aとは別に、デザインアプローチを導入
して別の道（Plan D）を模索しつづけたい。
例えるなら、「ウロウロアリ」。
通常の行政の在り方を、確実性・秩序・効率性を重視するもの

と定義すると、そこでの働き方は、まるでエサのありかを明確な
答えとして持っている「働きアリ」のよう。
わたしたちは、新規性・意外性・創造性を重視して、新たな情

報から変化の兆候を取り入れる「ウロウロアリ」になりたい。
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日本の行政にデザインアプローチを取り入れ、人に寄り添うやさしい政策を実現すべく、２０２２年３
月に経済産業省の職員を中心とした有志のコミュニティ「JAPAN＋D」が創設された。
グラフィック等の狭義の“デザイン”ではなく、システムまで含む“デザイン”を用いた手法として “デザイ

ンアプローチ”という言葉を使用している。
（デザイン＝発露の発。設計のはじまりから改善、再挑戦の繰り返しまでを含む概念。決してデザイナー
のためのデザイナーとの連携ではない。日本国の前進のため、政策の試行錯誤というこれまでに無い領域
に挑戦するための、課題の可視化と余白、これまでと異なる視点の導入が目的。）

例えば、デザインアプローチの導入
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デザインアプローチの導入は、政策づくりのどの段階においても、「人間中心起点」、「未来思考」、「実験
的」、「共創」を取り入れることが必要と考える。
海外では既にデザインアプローチを導入している国も多数。例えば、デンマークでは、 DDC（日本の経済産業

省にあたる“Ministry of Business &Economy”が50%の資本を有する非営利組織）にデザイナー、エンジニア、
文化人類学、社会学、行動経済学の専門家が集い、各省庁の施策を伴走支援している。

政策へのデザインアプローチ導入とは
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政策の試行錯誤（デザイン）に挑戦する組織のある国・地域
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我が国における政策デザインの萌芽

ナッジやデザインを使った施策支援

公式・有志でのPJT立ち上げ

組織的に先進的に推進

×

×

×

JSICと協力した職員向けの研修立案

×

デザイナーが組織のトップへ
専任のサービスデザインチーム
立ち上げ

広がる自治体での動き

JAPAN+D調べ／我が国の政策デザイン組織の全てを網羅するものではありません 8



政策
づくり

組織
づくり

仲間
づくり

実践を通じて得た新しい知識と経験を組織に蓄積し、発信・共有します

省内で意志あるメンバーを募り、政策へのデザインアプローチ導入を推進するための横断的な組織を設置します。

国内での仲間づくり

人に寄り添う政策を実現するため、政策立案プロセスへのデザインアプローチ手法の導入にチャレンジします

政策へのデザインアプローチ導入について対話・伴走できるデザイン人材を省内に登用します。

教育プログラムにより、政策企画立案におけるデザインアプローチを理解した、多様な視点に共感できる職員
を育成します。

海外の政策デザインに取り組む地域・機関との関係を構築し、世界で新しい政策立案に挑戦する組織と、
知識・経験を共有します。

ナレッジの蓄積と共有

新しい政策立案プロセスへの挑戦

政策デザイン導入チームの設置

デザイン導入のための外部人材登用

政策デザイン教育の実施

行政へのデザインアプローチ導入に関心のあるデザイナー、企業、自治体、省庁等とのコミュニティを形成・
拡大し、日本の新たな政策立案プロセスを考えます。

海外での仲間づくり

中長期的アクション（2022.3.15発表）
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